
地域情報通信基盤整備推進交付金事業事後評価

事業の内容

金山町は、過疎地域であり役場周辺部においてのみADSLによる通信サービスを
行っているが、その他の地域は現在BBゼロ地域となっていた。そこでデジタルデ
バイドの解消を目的に、金山町全域に光ファイバー網を整備し、NTT東日本㈱へ
IRU契約により施設を貸し出しインターネットを行う超高速インターネット接続環境
を構築するものである。また、当町は山間地であり、地上波テレビ放送の難視聴
地域が10箇所存在し全世帯の１／４を越える世帯が難視聴共聴施設によりテレビ
を視聴していた。東金山中継局では平成20年12月より地上デジタル放送が開始さ
れ、該当する３共聴組合では施設の改修が必要だったため、共聴施設に代わる
CATVの要望が以前より増して寄せられていた。そこで、町が事業主体となり共聴
施設地区を含む町全域への地上デジタル放送の再送信を図った。また、FM告知
は防災行政情報を光ファイバー網を利用して、音声により災害や火災、避難命令
など不測の事態における緊急連絡手段となるなど地域の安全・安心を確保する防
災の面からと行政情報を発信することにより地域の一体化を促進し町づくりを進
める上で重要である。今まで無線方式による各家庭個別受信機に送信されている
防災行政情報は、機械の老朽化だけでなく天候に左右され聞こえなかったり、ノイ
ズがひどくなる状況もあったことから、その解消を図ることで安定した情報伝達手
段を確保できた。
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事業名 地域情報通信基盤整備推進交付金事業
連絡先 0241-54-5111

Soumu@town.kaneyama.fukushima.jp

市町村名 大沼郡金山町 事業主体 大沼郡金山町

TEL

Mail

１５４，５５８千円

補助対象事業費 ４６３，７６７千円

交付金額

整備対象地域 金山町の全域

条件不利地域 過疎（金山町全域）　辺地（金山町中心地以外全地区）　山村　特豪

事業年度 平成２１年度 事業完了日 平成２３年　２月１８日

総事業費 ５８９，６５８千円

サービス形態 公設民営（IRU）
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契約先 東日本電信電話株式会社
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評価及び課題

◎ブロードバンド
当町は高齢化率が県で一番であることから、パソコンやインターネットなどに対す
る認識が乏しく利用者（特に高齢者世帯）が少なかったため、当初加入率を16%程
度と目論んでいたが、整備後初年度加入率が25.2%の三割増と最終目標値を上回
る数値で達成することができた。今後も加入世帯伸び率も徐々に伸びてきている
ことから広報誌やパソコン教室などを定期的に行い加入者の利用促進を図りた
い。
◎ケーブルテレビ
アナログ放送の終了時期と重なったことにより、難視聴区域共聴施設地区の全部
の利用者が加入したことにより目標は達成できた。一方、課題としては設備等の
維持管理の経費負担が多く発生している事から、町財政が少しずつ圧迫されてい
ることが懸念である。
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